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1． はじめに 
 日本において新型コロナウイルスの感染拡大前の

2019 年まで旅客航空需要は国際線、国内線ともに増加

傾向であった 1) 。感染拡大後は旅客航空需要が大きく落

ち込んだが、パンデミックの終息後には旅客需要は再び

増加傾向に戻る可能性がある。航空需要の増加や、より

多様な航空ニーズに対応するためには空港を発着できる

航空便の数を増やす必要がある。発着可能な航空便の数

を増大させるためには滑走路や誘導路を増やすなど空港

容量の拡張が必要となる。また、空港容量は航空会社が

決定する航空便の数や旅客の交通手段選択行動に影響を

与えるため空港運営会社の利潤にも関係している。従っ

て、空港運営会社の利潤を最大化するような空港容量拡

張のための適切な計画の立案が求められている。 
 交通ネットワークの容量拡張を扱う研究として、Lai 
and Shih(2013)2)は、北米の貨物鉄道ネットワークを対象

として、将来需要の不確実性を考慮した長期間にわたる

容量拡張のリスクを最小化するための設備投資の時期や

順序を決定するための確率的多期間投資選択モデルを提

案している。しかし、このモデルは分析対象が貨物鉄道

ネットワークであるため、旅客を伴う航空施設に適用す

るには改良の余地がある。Sun and Schonfeld(2015)3)は空

港施設の混雑による遅延を考慮した空港容量拡張モデル

を提案している。このモデルでは空港運営会社の容量拡

張への投資行動にのみ焦点が当てられている。そのため、

旅客の交通手段選択行動が考慮されていない。そこで、

本研究では航空会社の利潤最大化行動および旅客の交通

手段選択行動を考慮しつつ、空港運営会社が利潤を最大

化するように、空港の容量拡張計画を立案するためのモ

デルを提案する。 
 
2. モデルの概要 
本研究で提案するモデルではステークホルダーとして

旅客、航空会社、空港運営会社の 3 者を想定する。また、

3者に対してはそれぞれ以下の仮定を適用する。 
⚫ 旅客は自らの効用を最大化するように交通手段を

選択する。 
⚫ 航空会社は自らの利潤を最大化するように航空便

の運行頻度を決定する。 
⚫ 空港運営会社は自らの利潤を最大化するように着

陸料と空港容量拡張計画を決定する。 
 また、旅客と航空会社の間には、旅客が航空便を運航

する航空会社に運賃を支払うという関係がある。航空会

社と空港運営会社の間には、空港運営会社は空港の容量

と着陸料を決定し、それに応じて航空会社が航空便の運

航頻度を決定するという関係がある。また、航空会社は

航空便を着陸させる度に空港運営会社に対して着陸料を

支払っている。そのため、十分な需要が見込まれる場合

には空港運営会社は空港容量を増やせば増やすほど航空

会社の航空便の運行頻度が増加するため、着陸料による

収入が増加し、空港運営会社の利潤が増えるという関係

がある。空港容量については空港運営会社が得る着陸料

から運営にかかるコストを引いた利潤の中から投資を行

い、拡張を行う。 
 本研究で提案するモデルでは、初期値として任意の空

港容量の値と航空路𝑖における航空機の運航頻度や運賃、

着陸料を設定し、以下のサイクルで計算を行う。 
1. 旅客が交通手段を選択する。航空路を選択した旅

客は航空会社に運賃を支払う。 
2. 航空会社が運賃の一部を着陸料として空港運営会

社に支払う。 
3. 空港運営会社が得た利潤の一部から空港容量拡張

への投資を行うことで、空港容量を変更する。 
4. 空港容量の変化に伴って航空会社が航空機の運航

頻度を変化させる。 
以上を 1 サイクルとする計算を繰り返し空港運営会社の

利潤の計算を行う。また本研究では、いずれのサイクル

においても手順 3 において空港運営会社は容量拡張への

投資を必ず行うこととする。さらに、複数の需要変化シ

ナリオを設定し、そのそれぞれにおいて空港容量拡張計

画を最適化する。 
 
3. モデルの定式化 
まず、モデルを定式化するにあたって、ある時点𝑡に

おける航空路𝑖の容量について定式化を行う。この定式

化については Sun and Schonfeld(2015)3)を基とする。それ

から旅客の交通手段の選択や航空会社と空港運営会社の

利潤最大化について定式化を行う。それぞれの定式化は

Tani et al (2021)4)で行われており、本研究はそれを基とす

る。このモデルでは各航空路𝑖 ∈ 𝐼について、𝑠(𝑖)から

𝑟(𝑖)に移動する際に利用可能なすべての輸送モードを表

す複合輸送モード𝑜が存在し、少なくとも 1 つの航空会

社が存在するものとする。 
 

3.1 記号 
 本稿で用いる主な記号は以下に示す通りである。 
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𝐼 航空路𝑖の集合 
𝑀 輸送モードの集合(𝑎:航空路、 𝑜:航空路以外) 
𝐶𝑚 輸送モード𝑚 ∈ 𝑀に対してサービスを提供す

る輸送会社の集合 

𝑇 時点 0 から k までの計画期間に含まれる時点

の集合 

𝐽 容量拡張工事のオプション𝑗の集合 

𝑟(𝑖) 航空路𝑖 ∈ 𝐼の起点ノード(または空港) 

𝑠(𝑖) 航空路𝑖 ∈ 𝐼の目的地ノード(または空港) 

𝑥𝑖,𝑡 時点𝑡 ∈ 𝑇における航空路𝑖 ∈ 𝐼の容量 
𝑝𝑖,𝑡  時点𝑡 ∈ 𝑇において旅客がある航空路𝑖を選択

する確率 
𝑠𝑖,𝑡      時点𝑡 ∈ 𝑇において航空路 𝑖 ∈ 𝐼  における包括

的コスト 
𝑔𝑖,𝑛,𝑡     旅客が時点𝑡 ∈ 𝑇において航空会社𝑛 ∈ 𝐶𝑎が運

航する航空便を航空路𝑖 ∈ 𝐼で利用するための

一般化コスト 
𝜆     0 <  𝜆 <  1 の値を取るパラメータ 
𝑓𝑖,𝑛,𝑡      時点𝑡 ∈ 𝑇において航空会社 𝑛 ∈ 𝐶𝑎 が運航す

る航空路𝑖の運賃 
𝑢𝑖,𝑛,𝑡     時点𝑡 ∈ 𝑇において航空会社 𝑛 ∈ 𝐶𝑎が設定した

航空路 𝑖 ∈ 𝐼 の運行頻度 
δ𝑖,𝑡

𝑛       時点𝑡 ∈ 𝑇において航空会社 𝑛 ∈ 𝐶𝑎 が航空路 
𝑖 ∈ 𝐼 を運航している場合は 1、そうでない場

合は 0となる変数 
π𝑛,𝑡      時点𝑡 ∈ 𝑇における航空会社 𝑛 ∈ 𝐶𝑎 の利潤 
𝑞𝑖,𝑛,𝑡      時点𝑡 ∈ 𝑇において起点ノード𝑟(𝑖)から目的地

ノード𝑠(𝑖)まで、航空会社 𝑛 ∈ 𝐶𝑎 の輸送モー

ド aを利用して移動することに対する需要 
𝑐𝑛,𝑡       時点𝑡 ∈ 𝑇における航空会社 𝑛 ∈ 𝐶𝑎の運営コ

スト 
𝜋       空港運営会社の利潤 
δ𝑠(𝑖),𝑡

~𝑠      時点𝑡 ∈ 𝑇内の航空路 𝑖 ∈ 𝐼において、目的地

ノード𝑠(𝑖)が空港の場合は 1、そうでない場合

は 0となる変数 
𝑙𝑡      時点𝑡 ∈ 𝑇において空港に航空機が着陸するた

めに必要な着陸料 
𝑐𝑡      時点𝑡 ∈ 𝑇における空港運営会社の運営コスト 
θ𝑛,𝑡    時点𝑡 ∈ 𝑇において目的地空港の混雑度によっ

て発生する航空会社𝑛の追加コスト 
η      補正パラメータ 
𝑧𝑗,𝑡 時点𝑡 ∈ 𝑇において容量拡張工事オプション𝑗

を行う場合は 1、そうでない場合は 0 となる

変数 
ℎ𝑗 容量拡張工事オプション𝑗を行うために必要

なコスト 
𝐵𝑡 時点𝑡 ∈ 𝑇で空港が容量拡張工事に使用可能な

資金 
𝛾𝑗,𝑡 時点𝑡 ∈ 𝑇において容量拡張オプション𝑗を行

った場合に増加する空港容量 
𝛽𝑖  航空路𝑖 ∈ 𝐼において容量拡張オプション𝑗を行

うことで増加した空港容量𝛾𝑗,𝑡を各航空路に振

り分けるパラメータ 
 

3.2 航空容量の定式化 
 時点𝑡における航空路𝑖の容量𝑥𝑖,𝑡は、時点(𝑡 − 1)にお

ける航空路𝑖の容量に時点𝑡で増加した容量𝑦𝑖,𝑡を足すこ

とで求められる。よって𝑥𝑖,𝑡は式(1)に表せる。 
𝑥𝑖,𝑡 = 𝑥𝑖,𝑡−1 + 𝑦𝑖,𝑡    ∀𝑖 ∈ 𝐼, 𝑡 ∈ 𝑇 (1) 

𝑤ℎ𝑒𝑟𝑒  
𝑦𝑖𝑡 = 𝛽𝑖 ⋅ 𝑧𝑗,𝑡 ⋅ 𝛾𝑗,𝑡 (2) 

 
3.3 空港運営会社の利潤最大化問題 
 本研究では空港 1 つにつき空港運営会社が存在し、個

別に運営を行うものと仮定する。なお、本研究では空港

運営会社は着陸料のみから収入を得ていると仮定し、着

陸料以外に空港運営会社が得る非航空収入は考慮しない。

また、着陸料については、空港運営会社が自らの利潤を

最大化するために自由に決定することができると仮定す

る。この仮定から着陸料の決定問題を空港運営会社の利

潤最大化問題として定式化することができる。空港運営

会社の利潤最大化問題は次のように表される。 

max (𝜋(𝑙𝑡, 𝑧𝑗,𝑡)) = max (∑ ∑ ∑ 𝛿𝑠(𝑖),𝑡
~𝑠 ⋅ 𝑢𝑖,𝑛,𝑡 ⋅ 𝑙𝑡

𝑛∈𝐶𝑎𝑡∈𝑇𝑖∈𝐼

− ∑ ∑(𝑐𝑡 + ℎ𝑗 ⋅ 𝑧𝑗,𝑡)

𝑗∈𝐽𝑡∈𝑇

)                       (3) 

where  
𝒍 = (𝑙1, ⋯ , 𝑙𝑡, ⋯ , 𝑙𝑇) (4) 

∑ 𝑧𝑗,𝑡

𝑡∈𝑇

≤ 1 (5) 

∑ ∑ ℎ𝑗 ⋅ 𝑧𝑗,𝑡

𝑗∈𝐽𝑡∈𝑇

≤ ∑ 𝐵𝑡 

𝑡∈𝑇

(6) 

𝒛 = (𝑧1,1, ⋯ , 𝑧𝑗,𝑡, ⋯ , 𝑧𝐽,𝑇) (7) 
上式において𝑖は𝛿𝑠(𝑖),𝑡

~𝑠 = 1となるような航空路であり、

(5)式より各工事オプションを行うのは𝑇全体において 1
回のみである。 
 
3.4 航空会社の利潤最大化問題 
 本研究では、航空会社は自社の利潤を最大化するよ

うに航空機の運航頻度を決定する。航空機の座席数や着

陸料は与件の定数とする。時点𝑡における航空会社𝑛の

運航頻度に関する利潤最大化問題は次のように表される。 

max (𝜋𝑛,𝑡(𝑢𝑖,𝑛,𝑡)) = max (∑ 𝑓𝑖,𝑛,𝑡 ⋅ 𝑞𝑖,𝑛,𝑡 − 𝑐𝑛,𝑡(𝒖)

𝑖∈𝐼

) 

 ∀𝑛 ∈ 𝑁, 𝑡 ∈ 𝑇 (8) 
where 

𝒖 = (𝑢1、⋯、𝑢1|𝐶𝑎|
、⋯、𝑢|𝐼|1

、⋯、𝑢|𝐼||𝐶𝑎|
) (9) 

𝑐𝑛,𝑡(𝒖) = ∑ 𝑢𝑖,𝑛,𝑡 ⋅ 𝑙𝑡 + 𝜃𝑛,𝑡(𝒖)

𝑖∈𝐼

 ∀𝑛 ∈ 𝑁, 𝑡 ∈ 𝑇 (10) 

𝜃𝑛,𝑡(𝒖) = ∑ 𝜂1 ⋅ 𝛿𝑖,𝑡
𝑛 ⋅ exp (η2 ⋅

∑ ∑ 𝑢𝑖,𝑛,𝑡𝑛∈𝐶𝑎𝑖∈𝐼

𝑥𝑖,𝑡
i∈I

)  

∀𝑛 ∈ 𝑁, 𝑡 ∈ 𝑇 (11) 
United Nations(2019）6)によると、航空会社𝑛のコスト

𝑐𝑛,𝑡(𝒖)は、運航頻度で重み付けされた着陸料と、目的地
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空港の混雑によって発生する追加コスト𝜃𝑛,𝑡(𝒖)の合計

として与えられる。また、本研究では航空会社は運航頻

度のみを決定し、航空路𝑖の容量と運賃は外生的に与え

られる定数とする。 
 
3.5 旅客の交通手段選択行動 
本研究では旅客の交通手段選択行動はロジットモデル

で表現されると仮定する。また、各航空路線の起点ノー

ドと目的地ノードを結ぶ、鉄道やバスなどの非航空モー

ドが存在すると仮定する。航空路𝑖に対応する非航空モ

ードの運賃は、Takebayashi and Kuroda (2007)5)に倣い、

定数として表現する。このような非航空系の輸送モード

は、本研究では複合輸送モード𝑜で示される。 
はじめに、旅客が時点𝑡において航空会社𝑛が運航す

る航空便を航空路𝑖で利用するための一般化コスト𝑔𝑖,𝑛,𝑡

と、輸送モード𝑜を利用するためのコスト𝑔̂𝑖,𝑡は、それぞ

れ次のように与えられる。 

𝑔𝑖,𝑛,𝑡 = {
𝑓𝑖,𝑛,𝑡 +

𝛼𝑖,𝑡

𝑢𝑖,𝑛,𝑡
 

∞

 
𝑖𝑓   𝛿𝑖,𝑡

𝑛 = 1

otherwise
  ∀𝑛 ∈ 𝑁, 𝑖 ∈ 𝐼, 𝑡 ∈ 𝑇 (12) 

𝑔̂𝑖,𝑡 = 𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡     ∀𝑖 ∈ 𝐼, 𝑡 ∈ 𝑇 (13) 
(7)式から一般化コストは運賃と運航頻度に関する時間

的コストで構成されている。また、(7)式における𝛼は旅

客が航空便を利用するまでに航空便を待つ時間に関する

パラメータであり、本研究では航空路の容量の逆数とし

て次のように定義する。 

𝛼𝑖,𝑡 =
1

𝑥𝑖,𝑡
         ∀𝑖 ∈ 𝐼, 𝑡 ∈ 𝑇 (14) 

また、一般化コストに多変量誤差分布に従う認知誤差

𝜖 = (𝜖1, ⋯ , 𝜖|𝐶𝑚|)を加えることで、ランダム効用理論に

基づいて、交通手段の選択確率と航空会社の選択確率が

与えられる。誤差分布の確率密度関数は次のように示さ

れる。 

𝑓(𝜖) = exp (− ∑ ( ∑ exp (−
𝜖𝑛

𝜆
)

𝜆

𝑛∈𝐶𝑚

)

𝑚∈𝑀

) (15) 

ここで、0 < 𝜆 < 1を満たすパラメータ𝜆を用いることで

時点𝑡における旅客が航空路𝑖を選択する確率は次のよう 
に表される。 

𝑝𝑖,𝑡 =
exp(−𝑠𝑖,𝑡)

exp(−𝑠𝑖,𝑡) + exp(−𝑔̂𝑖,𝑡)
   ∀𝑖 ∈ 𝐼, 𝑡 ∈ 𝑇 (16) 

where  

𝑠𝑖,𝑡 = −𝜆 ⋅ ln ∑ exp (−
𝑔𝑖,𝑛,𝑡

𝜆
)

𝑛∈𝐶𝑎

∀𝑖 ∈ 𝐼 , 𝑡 ∈ 𝑇 (17) 

 
4. 数値計算 
 数値計算については 3 章で定式化したモデルについて

複数の需要変化を設定して計算を行う。まず、初期状態

として時点𝑡 = 0における航空路𝑖の容量𝑥𝑖,0、運賃𝑓𝑖,𝑛,0、

着陸料𝑙0を設定し、さらに空港運営会社の初期状態での

資金𝐵0を設定し、2 章で述べたサイクルに従って計算を

行う。 
 
5. まとめと今後の課題 

 本研究では空港運営会社が利潤を最大化するように、

空港の容量拡張計画を最適化するためのモデルを提案し

た。数値計算の結果については講演時に報告する。 
 今後の課題としては空港運営会社が 1 社で複数の空港

を運営した場合の定式化や空港運営会社の空港容量拡張

の投資に関して、投資した金額と拡張可能な容量の関係

についてのより詳細な定式化を行うことなどが挙げられ

る。 
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